
2019年度決算および                         
2020年度のアクションプランの概要 

 2020年5月29日 

 

株式会社南都銀行 

頭取 橋本 隆史  



- 1 - 

   事業戦略 
個々のお客さまへの           

深耕戦略 
お客さまアプローチの         

高度化戦略 
地域課題解決の            

事業化戦略 

   基盤戦略 チャネル戦略 人材戦略 市場運用戦略 

6つの 
戦略 

1. 2019年度決算 

（1） 損益の概要 

（2） 顧客向けサービス損益 

（3） 与信関連費用 

（4） 市場部門収益 

２. 2020年度業績予想・株主還元と取組み 

（1） 新型コロナウイルス感染症拡大への対応 

（2） 業績予想 

（3） 顧客向けサービス損益 

（4） 与信関連費用 

（5） 市場部門収益 

（6） 株主還元 

目次 

3. 目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

（1） 経営計画の概要 

（2） なんとメソッドの確立 

（3） お客さま基盤の拡大 

（4） ITの最適化 

（5） 店舗機能の最適化 

（6） 本部業務削減・商品廃止 

（7） 地域課題への取組み 

（8） 「おもしろい人材」の創出 

（9） リスク・ガバナンス・コンプライアンス 

（10） SDGｓへの取組み 



- 2 - 

1. 2019年度決算 
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1. 2019年度決算 

（1）損益の概要 ①概要 

④店舗ネットワーク再編に伴う減損損失 

 

     

約15億円 ➡ 計画通り実施      

単体 

連結 

(億円)

業績予想比 前年度比

経常利益 107 114 78 ▲35 ▲28

111 53 31 ▲21 ▲79
親会社株主に帰属する

当期純利益

2018年度

通期実績

2019年度

業績予想

2019年度

通期決算

(億円)

業績予想比 前年度比

業務粗利益 453 528 519 ▲9 +65

資金利益 412 440 415 ▲24 +3

役務取引等利益 60 65 65 +0 +5

業務純益 58 124 121 ▲2 +63

コア業務純益 66 90 71 ▲18 +5

経常利益 102 112 74 ▲38 ▲28

当期純利益 111 54 33 ▲21 ▲78

顧客向けサービス損益 ▲38 ▲54 ▲44 +9 ▲6

与信関連費用 14 42 69 +27 +55

市場部門収益 147 205 182 ▲22 +35

2018年度

通期実績

2019年度

業績予想

2019年度

通期決算
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1. 2019年度決算 

（1）損益の概要 ②当期純利益  

 当期純利益は、顧客向けサービス損益が予想よりマイナス幅が縮小する一方、市場部門収益の下振れと
与信関連費用の増加により、業績予想を21億円下回った 

147 

205 
182 

▲38  ▲54  ▲44  
▲14  

▲42  ▲69  ▲38  

▲39  ▲22  

61  

13  
14  

▲6  

▲28  ▲26  

▲200  

50

2018年度 

通期実績 

2019年度 

業績予想 

2019年度 

通期決算 

（億円） 

111 54 
33 

市場部門収益※3 

その他収益 

顧客向けサービス損益※1 

与信関連費用※2 

▲21 

内 年金制度改定
による特別利益47 

法人税等 

その他費用 

構造改革費用 

①行員の士気向上のための賞与枠増枠      

約10億円 ➡ 計画通り実施      

②保守的な引当に伴う与信関連費用の積み増し 

     約25億円 ➡ 約23億円積み増して実施      

③株価上昇を見込みづらい株式の売却損 

     約10億円 ➡       新型コロナウイルスの影響で     
業績予想比約20億円上回り       

④店舗ネットワーク再編に伴う減損損失 

 

     

約15億円 ➡ 計画通り実施      

250 

▲22 

＋9 

▲27 

0 

＋0 

＋16 

＋2 

※1 顧客向けサービス損益＝貸出金平残×預貸金利回り差＋役務取引等利益－営業経費 

※2 与信関連費用＝一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額－貸倒引当金戻入益－償却債権取立益  

※3 市場部門収益＝有価証券利息＋国債等債券損益＋株式等損益 

                             ＋金融派生商品損益他 
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1. 2019年度決算 

（1）損益の概要 ③構造改革費用 

 昨年12月に公表した「構造改革費用」の全項目を計画通り実行した 

 

項 目 金 額 

① 行員の士気向上のための賞与枠増枠 約10億円 

② 予防的な引当の実施 約25億円 

③ 株価上昇を見込みづらい株式の売却損 約10億円 

④ 店舗ネットワーク再編に伴う減損損失 約15億円 

合 計 約60億円 

構造改革費用 

当期純利益 

111 

当期純利益 

年金制度改定による    
一過性の特別利益の減少 

その他損益 

構造改革費用 

▲60 

▲47 

+29 

2018年度 
通期実績 

2019年度 
通期決算 

33 
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1. 2019年度決算 

（2）顧客向けサービス損益 ①概要 

 貸出金利息・役務取引等利益が業績予想の水準を確保し、物件費が予想を下回った結果、顧客向け
サービス損益は▲44億円（業績予想比＋9億円）となった 

300 296 298 

60 65 65 

▲221  ▲227  ▲226  

▲151  ▲158  ▲153  

▲26  ▲30  ▲28  

▲500  

0

500

2018年度 

通期実績 

2019年度 

業績予想 

2019年度 

通期決算 

（億円） 

▲38 

▲54 
▲44 

貸出金利息      
（預金利息控除後） 

役務取引等利益 

人件費 

物件費      

その他経費  

+9 

 役務利益は            
ほぼ業績予想どおりの水準を確保 

 貸出金利息は                
残高の増加により業績予想を   
若干上回り 

 経費は                       
削減の積み上げにより      
主に物件費が業績予想比下回り 

＋2 

＋0 

＋5 

+0 

＋1 
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102  104  104  

69  69  71  

106 107 107 

59  60  60  

0.90  
0.87  0.87  

0

500

2018年度 

通期実績 

2019年度 

業績予想 

2019年度 

通期決算 

(％) （百億円） 

1. 2019年度決算 

（2）顧客向けサービス損益 ②貸出金利息 

 貸出金利息は、残高・利回りともにほぼ業績予想通りに推移した結果、301億円となった 

338 343 

法人                  
（リテール） 

法人                 
（ホール） 

貸
出
金
平
残
（
棒
グ
ラ
フ
） 

貸
出
金
利
回
り
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 

0 

1.00 

個人 

地公体 

341 

※ 値はすべて部分直接償却額控除前 

305 301 300 
（億円） 
貸出金利息 億円 億円 億円 

百億円 百億円 百億円 
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1. 2019年度決算 

（2）顧客向けサービス損益 ③役務取引等利益 

 役務取引等利益は、コンサルティング営業に注力した結果、業績予想水準を確保した 

66  67  68  

10 11 12 

30 31 31 

▲46  ▲46  ▲46  

▲50  

150

2018年度 

通期実績 

2019年度 

業績予想 

2019年度 

通期決算 

（億円） 

60 65 65 

法人ソリューション収益 

個人ソリューション収益    
（預かり資産、信託業務関連） 

その他役務取引等収益 

 役務利益は            
ほぼ業績予想どおりの水準を確保 

 貸出金利息は                
残高の増加により業績予想を   
若干上回り 

 経費は                       
削減の積み上げにより      
主に物件費が業績予想比下回り 

0 

役務取引等費用 

役務取引等利益 
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1. 2019年度決算 

（2）顧客向けサービス損益 ④経費 

 

 役務利益は            
ほぼ業績予想どおりの水準を確保 

 貸出金利息は                
残高の増加により業績予想を   
若干上回り 

 経費は                       
削減の積み上げにより      
主に物件費が業績予想比下回り 

人件費 

 人件費は、前年度比では構造改革費用の賞与枠増枠により増加するも、従業員数は計画通り減少した 

 物件費は、IT投資等の将来に向けた新規投資を加速させた結果、前年度を上回った 

物件費 

37 46 46 

184  180  180  

2,420  
2,330  

0

2,500

0

350

2018年度 

通期実績 

2019年度 

業績予想 

2019年度 

通期決算 

(人) （億円） 

従
業
員
数
（
出
向
除
く
）
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 賞与 

人
件
費
（
棒
グ
ラ
フ
） 

221 226 227 

0

200

2018年度 

通期実績 

2019年度 

業績予想 

2019年度 

通期決算 

（億円） 151 153 158 

将来に向けた新規投資（主要項目） 

2019年度実績 

投資額 
(億円) 

償却額 
(百万円) 

窓口ATM・受付ナビ等の事務改革関連 10 175 

スマホアプリ等のデジタルチャネル関連 8 90 
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1. 2019年度決算 

（3）与信関連費用 

 与信関連費用は、構造改革費用として予定していた25億円に加え、さらに25億円を積み増したことから、 
69億円（前期比＋55億円、業績予想比＋27億円）となった 

25  

50  

156 

182 

0

250

0

150

2018年度 

通期実績 

2019年度 

業績予想 

2019年度 

通期決算 

(億円） （億円） 

14 

42 

69 +27 

与
信
関
連
費
用
（
棒
グ
ラ
フ
） 

貸
倒
引
当
金
残
高
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 

予防的な
与信関連
費用 

その他 
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1. 2019年度決算 

（4）市場部門収益 

 市場部門収益は、2月までは順調に収益を積上げたが、コロナ禍に伴う金融市場の混乱により悪化し、  
業績予想を22億円下回った 

136 
149 145 

11  

56  

37  

1.02  

1.39  

1.26  

0

300

2018年度 

通期実績 

2019年度 

業績予想 

2019年度 

通期決算 

(％) （億円） 

147 

205 

182 

インカム
収益 

キャピタル
収益 

▲22 

市
場
部
門
収
益
（
棒
グ
ラ
フ
） 

市
場
部
門
利
回
り
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 

0 

1.50 

▲18 

▲4 
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2. 2020年度業績予想・株主還元と取組み    
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（1）新型コロナウイルス感染症拡大への対応 

地
域
・
お
客
さ
ま 

行
員 

 「特別相談窓口」「電話相談窓口」の設置 

 奈良県および全国統一の無利子・無保証制度 

 当行独自の緊急融資の新設 

 営業店長権限拡大によるスピーディーな融資対応 

 隔日出勤体制の導入（非出勤日はテレワーク）     
（4/16～5/24） 

 全営業店にて昼休業体制導入（4/20～5/24） 

 高重症化リスク者や妊娠中の従業員に配慮した勤務体制の 
整備（4/17～） 

申込み 件数 
（件） 

金額 
（億円） 

新規融資 約5,000 約2,300 

条件変更 約400※ 約120 

行員の罹患者 

0名 

実施済の施策 
足元の状況 

（5月22日時点） 

 店頭窓口における「飛沫防止パネル」、「フェイスシールド」の使用 

2.2020年度業績予想・株主還元と取組み 

資金繰り支援体制・仕組み 

行内の感染防止・BCP対策 

※ 条件変更申込件数…債権数 

法人・個人事業主申込状況 

A 

A …アクションプラン 

A 

2020年度   
アクションプラン お客さまに対する資金繰り支援と、行員に対する感染防止を徹底する 



- 14 - 

（2）業績予想 ①概要 

単体 

2.2020年度業績予想・株主還元と取組み 

前提条件 

(単位：億円) 

2019年度
通期実績 

2020年度
通期計画 前年度比 

経常利益 78 76 ▲2 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

31 50 ＋18 

連結 

 上半期はコロナ禍に伴い対面営業を制限（第3四半期から正常化） 

2019年度
通期実績 

2020年度
通期計画 前年度比 

コア業務純益 71 81 ＋9 

経常利益 74 80 ＋5 

当期純利益 33 56 ＋22 

顧客向けサービス損益 ▲44 ▲39 ＋5 

与信関連費用 69 50 ▲19 

市場部門収益 182 160 ▲22 
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（2）業績予想 ②当期純利益 

 当期純利益は、市場部門収益が減少する一方、顧客向けサービス損益の改善と与信関連費用の減少に 
加え、その他費用が減少することから、前年度比22億円増の56億円を見込む 

2.2020年度業績予想・株主還元と取組み 

182 
160 

▲44  ▲39  

▲69  
▲50  

▲22  

▲23  

14  
16  

▲26  

▲7  

▲200  

0

200

2019年度 

通期実績 

2020年度 

通期計画 

（億円） 

33 
56 

市場部門収益 

その他収益 

顧客向けサービス損益 

与信関連費用 

+22 

法人税等 

その他費用 

 市場部門収益は                    
新型コロナウイルスの影響で            
インカムゲインを確保できる         
ポートフォリオの構築が難しく減少見込み 

 顧客向けサービス損益は            
貸出金残高の伸びを背景に増加見込み 

 与信関連費用は                 
前年度に大幅に予防的な引当の      
積み増しを実施していることから減少見込み                             

▲22 

＋5 

+19 

+18 

内 店舗の減損▲17 

＋2 

▲0 
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（3）顧客向けサービス損益 ①概要 

 顧客向けサービス損益は、役務取引等利益は減少するが、法人向け融資の残高増による貸出金利息の 
増加により、前年度比5億円の改善を見込む 

2.2020年度業績予想・株主還元と取組み 

298 310 

65 58 

▲226  ▲218  

▲153  ▲160  

▲28  ▲28  

▲500  

0

500

2019年度 

通期実績 

2020年度 

通期計画 

（億円） ▲44 
▲39 

貸出金利息     
（預金利息控除後）  

役務取引等利益 

人件費 

物件費 

その他経費 

+5 

 役務利益は景気悪化懸念から      
預かり資産販売が伸び悩みを主因に       
前年度比6億円の下回り 

 一方、貸出金利息は純一般融資の 
残高増加を主因に前年度比を11億円 
増加し、「入り」は4億円上回り 

 経費は物件費の増加を人件費の         
減少でカバーし、1億円減少見込み 

▲6 

＋11 

＋8 

▲7 

▲0 



- 17 - 

 新型コロナウイルス感染症関連の融資を中心とした法人向け融資の増加により、貸出金利息は前年度比
12億円の増加を見込む 

104  112  

71  80  

107 
108 

60  
60  

0.87  0.86  

0

600

2019年度 

通期実績 

2020年度 

通期計画 

(％) 
（百億円） 

法人                  
（リテール） 

法人                 
（ホール） 

貸
出
金
平
残
（
棒
グ
ラ
フ
） 

貸
出
金
利
回
り
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 

0 

1.00 

個人 

地公体 

343 
362 

2.2020年度業績予想・株主還元と取組み 

＋8 

＋9 

＋0 

+0 

※ 値はすべて部分直接償却額控除前 

313 301 
（億円） 
貸出金利息 

+12 

コロナウイルス関連の無利息融資の増加
による利子補給金18億円を含む 

（3）顧客向けサービス損益 ②貸出金利息 

＋18 

億円 

百億円 
百億円 

億円 

百億円 

億円 



- 18 - 

68  66  

12  11  

31  
26  

▲46  ▲46  

▲60  

0

60

120

2019年度 

通期実績 

2020年度 

通期計画 

（3）顧客向けサービス損益 ③役務取引等利益 

 役務取引等利益は、新型コロナウイルス感染防止の観点からお客さまとの接点を必要とする営業活動を
制限しており、第３四半期から正常化を見込むため、前年度比6億円の減少を見込む 

65 
58 

法人ソリューション収益 

個人ソリューション収益    
（預かり資産・信託業務関連） 

その他役務取引等収益 

 役務利益は            
ほぼ業績予想どおりの水準を確保 

 貸出金利息は                
残高の増加により業績予想を   
若干上回り 

 経費は                       
削減の積み上げにより      
主に物件費が業績予想比下回り 

▲6 

2.2020年度業績予想・株主還元と取組み 

役務取引等費用 

▲1 

▲4 

▲0 

▲0 

役務取引等利益 

(億円) 
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2.2020年度業績予想・株主還元と取組み 

（3）顧客向けサービス損益 ④経費 

 

 役務利益は            
ほぼ業績予想どおりの水準を確保 

 貸出金利息は                
残高の増加により業績予想を   
若干上回り 

 経費は                       
削減の積み上げにより      
主に物件費が業績予想比下回り 

人件費 

 人件費は、従業員数減少により、前年度比8億円の減少を見込む 

 物件費は、窓口ATMの導入拡大など事務改革のさらなる進展により、前年度比7億円の増加を見込む 

物件費 

46 42 

180  175  

2,330  
2,226  

0

2,500

0

350

2019年度 

通期実績 

2020年度 

通期計画 

(人) （億円） 

賞与 

従
業
員
数
（
出
向
除
く
）
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 

人
件
費
（
棒
グ
ラ
フ
） 

218 
226 

▲8 

0

200

2019年度 

通期実績 

2020年度 

通期計画 

（億円） 160 153 

＋７ 

将来に向けた新規投資（主要項目） 

2020年度計画 

投資額 
(億円) 

償却額 
(百万円) 

窓口ATM・受付ナビ等の事務改革関連 22 161 

スマホアプリ等のデジタルチャネル関連 2 7 
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（4）与信関連費用 

 与信関連費用はコロナ禍による景気後退を踏まえた予防的な35億円を含め50億円を見込む 

 なお、予防的な与信関連費用は前年度分を含め2年間で85億円を見込む 

2.2020年度業績予想・株主還元と取組み 

50  

35 

182  

224  

0

250

0

150

2019年度 

通期実績 

2020年度 

通期計画 

(億円） （億円） 

69 

与
信
関
連
費
用
（
棒
グ
ラ
フ
） 

貸
倒
引
当
金
残
高
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 

+41 

予防的な
与信関連
費用 

その他 

50 
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（5）市場部門収益 1/2 

 市場部門収益は、投資信託等のインカム収益が減少することから、前年度比22億円の減少を見込む 

2.2020年度業績予想・株主還元と取組み 

145 
115 

37  

45  

1.26  

1.10  

0

300

2019年度 

通期実績 

2020年度 

通期計画 

(％) （億円） 

182 

160 

インカム
収益 

キャピタル
収益 

▲22 

市
場
部
門
収
益
（
棒
グ
ラ
フ
） 

市
場
部
門
利
回
り
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
） 

0 

1.50 

+7 

▲30 
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（5）市場部門収益 2/2 

2.2020年度業績予想・株主還元と取組み 

コロナ禍に伴う金融市場混乱により認識した課題および対応 

 インカム収益を重視した運営による対応の遅れ 

 流動性に劣る資産・銘柄への過大な投資 

 運用スタイルの変更 

• 機動性を高めて、キャピタル収益を積み上げ 

 ポートフォリオの再構築 

• 低流動性資産の残高を圧縮 

 

◆ 自己運用とアウトソース運用をバランスよく組み合わせ、安定収益を確保 

◆ 市場環境の変化に応じた機動的なポートフォリオ・リバランスを実施 

◆ 新たな運用資産や手法を活用し、コアとなる収益源を多様化 

◆ 資産・地域・時間の分散を徹底し、リスクを分散・低減 

基
本
方
針 

79％ 
71％ 

※ 

21％ 29％ 

2019年度実績 2020年度計画 

アウトソース運用 

自己運用 

146百億円 

※71％内訳          
円債37％、外債10％、
株式5％、投信等19％ 

残
高
（
末
残
ベ
ー
ス
） 

134百億円 

 1％以上の安定的な利回りを獲得できる有価証券ポートフォリオの構築と運営に取組む 

A 

A 

2020年度アクションプラン 
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 配当は「安定的な配当の継続」を基本方針としており、一株当たり年80円を予定している 

 株主の皆さまへの還元と奈良県経済への貢献を目的として、「奈良県産品を優待品とする株主優待制度」
を新たに導入する 

（6）株主還元 

2.2020年度業績予想・株主還元と取組み 

60  

70  70  70  70  

80  80  80  

50

100

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

（予想） 

（円） 

優待商品 

保有期間 

5年未満 
5年以上
10年未満 

10年以上 

保
有
株
数 

300株以上1千株未満 クオカード 1,000円 1,500円 2,000円 

1千株以上5千株未満 
奈良県産品 

2,000円 2,500円 3,000円 

5千株以上 3,000円 3,500円 5,000円 

新
た
な
優
待
制
度 

一
株
当
た
り
配
当
金 
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3. 目指すゴール実現に向けたアクションプラン                 
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 地域の発展  活力創造人材の創出  収益性の向上 

（1）経営計画 ①概要 

  事業戦略 
個々のお客さまへの           

深耕戦略 
お客さまアプローチの         

高度化戦略 
地域課題解決の            

事業化戦略 

10年後に        
目指すゴール 

3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

5年後の       
中間目標 顧客向けサービス損益黒字化 

活力創造に関わる資格保有者数
1,000人 

ROA                
0.35％以上 

経営人材創出数        
350人 

奈良県GDP            
約3,500億円増加 

なんとミッション 

 目指すゴールの達成に向け、まずは5年後に顧客向けサービス損益を黒字化する 

  基盤戦略 チャネル戦略 人材戦略 市場運用戦略 

6つの 
戦略 
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顧客向けサービス
損益の黒字化 

 

奈良県GDP   
＋3,500億円 

 

ROA     
0.35％以上 

 

 

経営人材創出数
350人 

 

（1）経営計画 ②戦略の全体像 

3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

深耕戦略・高度化戦略               

なんとメソッドの確立               

   ○生産性向上 ○事業承継 ○資産形成 

     事業化戦略   「地域課題への取組み」 ○観光 ○事業創出 

     人材戦略    「計画遂行を担う『おもしろい人材』の創出」 

     市場運用戦略 「本業収益を補完する市場運用」 

5年後 10年後 

チャネル戦略 

 コスト・リソースの最適化                    

 ○店舗ネットワーク再編 ○事務改革 ○IT最適化 

中間目標 目指すゴール 

P38 

P37 

P31 

P27 

 なんとメソッドの確立とコスト・リソースの最適化により顧客向けサービス損益を黒字化する 

 加えて、地域課題の解決と市場運用の取組み、「おもしろい人材」の創出により、目指すゴールを実現する 
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3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

（2）なんとメソッド ①概要 

個
々
の
お
客
さ
ま
の
抱
え
る
課
題
の
解
決 

マ
ー
ケ
ッ
ト
の
縮
小 

人
手
不
足 

老
後
生
活
資
金
へ
の 

 

危
機
感
の
欠
如 

法
人
オ
ー
ナ
ー
の 

 
 

高
齢
化 

お
客
さ
ま
を
「
知
る
」 

「真因」を解消するまで
課題解決を繰り返す   
（PDCAを廻す） 

「真因」解消までの課題 

⇒当行の収益化対象 

お
客
さ
ま
が
永
続
的
に
抱
え
る
課
題 

当
行
が
収
益
化
す
る
課
題 

生
産
性
向
上 

事
業
承
継 

資
産
形
成 

なんとメソッド 

※ 

※資産形成…資産承継を含む 

 お客さまの抱える永続的な課題を起点に「真因」解消までの課題を解決し、収益を得る 

お
客
さ
ま
が
認
識
さ
れ
て
い
る
課
題 

お
客
さ
ま
が
認
識
さ
れ
て
い
な
い
課
題 



- 28 - 

3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

生産性向上 
 特に有効なIT化支援・周辺業務のアウトソーシングを切り口にグループの総力を 

挙げて課題解決に取組み、収益チャンスを捉える 

（2）なんとメソッド ②収益化する課題 

事業承継 

資産形成  

 成長性・競争力の高い法人のお客さまには、より一層の企業価値を高める事業
承継支援や、事業を守るための後継者育成支援に取組む 

 資産形成層のお客さまには、デジタルチャネル活用により接点を創出し、長期・積立・
分散投資を提供するとともに、老後資金の必要性への気づきを共有する 

 富裕層のお客さまには、対面営業の機会を充実させ、資産活用や次世代への安定
的な資産承継を促す 

実現するための体制・仕組み 

仕組み 

体 制 

• PDCAを廻すことのできる課題解決プロセスの構築 

• 課題の大きさや分野に応じ、グループ会社や    
外部専門機関を含めた最適なチーム編成 

 「生産性向上」「事業承継」「資産形成」の課題解決の収益化に向け、これまでの取組みを高度化する 

体制をベースに  
仕組みを動かし、

PDCAを廻す 

なんとメソッド 

2020年度アクションプラン  



- 29 - 

3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

（2）なんとメソッド ③チーム編成 

外部専門機関 

グループ会社 

当 行 

 税理士・会計士・弁護士 

 提携業者 

 南都コンサルティング 

 南都まほろば証券 

 南都リース 

 南都カードサービス・・・ 

 資産運用・承継室 

 信託・コンサルティング室 

 事業性評価チーム 

 医療・介護チーム 

 

 お客さまが抱える個々の課題に対して最適な解決策を導き出し、それに合わせてカスタマイズされた      
ソリューションを提供するために、当行グループ・外部専門機関を含めたチームを編成する 

南都まほろば証券 

 お客さまにとって最適な金融商品を
提供 

•銀証間の商品カテゴリーを明確化
し、お客さま本位の最適な商品を 
提供する 

南都コンサルティング 

 様々なソリューションを組合せて解決
できる高度なコンサルティング 

•経営コンサルティングに加え、M&A・  
BPO支援・人材派遣など、様々な  
ソリューションをカスタマイズして提供する 

当
行
グ
ル
ー
プ
の
解
決
力 
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3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

（3）お客さま基盤の拡大 

 

2,705  2,680  2,650  2,674  2,684  2,625  

1,622  1,625  1,671  1,761  1,745  1,741  

757  734  733  735  707  703  

1,361  1,392  1,466  1,480  1,680  1,576  

0

8,000

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

(計画) 

2024年度 

ATM関連
手数料 

 これまで築き上げてきたお客さま基盤から得られる安定した各種手数料収益を、お客さまの満足度を計る  
ベンチマークとして、これからもその拡充には普遍的に取組む 

（百万円） 

その他役務取引等収益の推移 

為替   
手数料 

口座振替
手数料 

その他 

6,445 6,431 6,520 6,650 6,816 
6,645 

A 

2020年度   
アクションプラン 家計メイン口座となる取引基盤の拡大に向けた仕組みの構築に取組む 
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3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

（4）ITの最適化 

現状の課題認識 

• 銀行起点 

• 業務に合わせたITシステム 

• 部分最適              

2020年度   
アクションプラン 全体最適に向けたロードマップの策定 

 ITシステムの見える化 

 あるべき姿の検討と解決策の策定              

Ｉ
Ｔ
投
資 

シ
ス
テ
ム 

組
織
運
営 

• 不十分なマネジメント 

• ブラックボックス化 

• 変化に弱い複雑で重厚な構成    

• ユーザー部主導の受け身の運営 

• ベンダー依存と前例踏襲 

• IT人材不足 

 銀行起点のIT投資によりブラックボックス化
した複雑なシステムを受け身的な組織で運営 

あるべき姿 

 お客さま起点による無駄のないIT投資により
変化に適応しやすいシステムを自律的に運営 

• お客さま起点 

• ITシステムに合わせた業務 

• 全体最適を意識した長期視点での投資              

• 明確なマネジメント 

• 見える化 

• 変化に柔軟に対応可能な構成    

• 競争力創出に向けた攻めの運営 

• 自律的に環境変化に対応した変化を起こす 

• 行内で企画立案と一部の開発ができる人材の育成 

 お客さまの多様なニーズや環境変化に柔軟に適応できるとともに、当行の維持費を含めたトータルコストも 
引き下げることのできるITアーキテクチャーの構築を完了する 

 

A 



- 32 - 

3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

時短営業 4店舗 
2020年 

1月6日完了 

共同店舗 30店舗 
2020年 

6月1日完了予定 

隔日営業 4店舗 
2020年 

4月6日完了 

共同窓口 黒滝郵便局に設置 
2020年 

3月26日完了 

当行ATM 4郵便局に設置 
2020年 

6月1日完了予定 

店舗ネットワーク再編 

 計画していた店舗ネットワーク再編は6月1日をもって予定通り完了見込み 

 

（5）店舗機能の最適化 ①店舗ネットワークの再編 

拠点数※ 

 

137か店 
郵便局への共同窓口・当行ATM設置 

拠点数※ 

 

107か店 

実施前 店舗ネットワーク再編の状況 

※ 拠点数…まほろば支店（インターネット支店）・イオンモール橿原出張所（ほけんの窓口＠南都銀行）を除く 

A 

A 

2020年度        
アクションプラン 

コロナ禍の地域 
への影響に注視 
しつつ、さらなる  
検討を進める 
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（5）店舗機能の最適化 ②店舗利活用 

3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

目的 イメージ 効果 

子育て支援 
• 子育て世代流入 

• 女性の社会進出促進 

利活用例 

保育園・ 
託児所 

山間部・高齢者等の  
買い物支援 

• 地域人口の維持 

• 地域消費の維持・増加 

食品宅配・ 
販売拠点 

創業支援 
• 地域雇用の増加 

• 県内就業率の増加 

開業・起業 

支援施設 

A 
2020年度   

アクションプラン 

地公体や地元企業との連携し、地域発展への寄与をコンセプトとして、マネタイズ・PR
効果が見込める利活用を検討していく 
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3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

窓口ＡＴＭ 
ロー    

カウンター 

後 方 

受付ナビ 

ロットスキャナー 

 営業店SBT端末廃止は、3年以内の完了を目指し、今年度のアクションプランを着実に進める 

当行 

入力ミス防止 

集計負荷軽減 

人件費削減 

お客さま 

待ち時間短縮   
（処理時間短縮） 

書類・伝票起票不要 

メリット 

SBT端末廃止後           

ハイ     
カウンター 

ロー    
カウンター 

後 方 

SBT端末 

口座開設
諸届 

入出金 

時間を要する
事務 

実施前 

2020年度       
アクションプラン 

2020年  
３月末時点
26か店導入 

STEPⅠ         
（2018～2021年度上期） 

2020年    
３月末時点  

4か店試行導入 

40か店に    
追加導入 

全店展開             
普通預金新規口座 

開設・諸届 

エリア統括店
1～2か店に
試行導入   

2020年    
３月末時点  

1か店試行導入 

STEPⅡ               
（2021年度下期～2022年度） 

処
理
・
サ
ポ
ー
ト
体
制
整
備 

事
務
標
準
化
・
本
部
セ
ン
タ
ー
事
務
最
適
化 

ハイカウンター 

ローカウンター 

後方 

窓口ＡＴＭ 

受付ナビ 

集中化 

（5）店舗機能の最適化 ③事務改革 
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（6）本部業務削減・商品廃止 

3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

本部業務削減 商品廃止 

本部業務の2割削減を目指す 事務負担・コスト負担の大きい商品廃止に取組む 

 「廃止」「条件付き廃止」「新規取扱中止」の対象とし
て選定した約3割の商品ついて検討を進めつつ、引き
続きさらなる削減検討に取組む 

 

 

 

 本部の企画・事務集中・監査部門を対象とした業務
の約2割の削減を目指す 

 

  

 

  

 

 

廃止 

削減   
RPA    
標準化 

集中化 外注化 
リスクの 
洗出し 

リスクへの
対応 

お客さま 
への告知 

廃 止 

預金・融資・決済・
為替・サービス等 

全869商品 約3割削減※ 

対象本部・総業務時間 

削減検討フロー 

廃止等の対象 

廃止検討フロー 

※ 「廃止」「条件付廃止」「新規取扱中止」 

本部             
ブロック本部・     
営業部門除く 

67万時間/年 約2割削減 

A A 

2020年度    
アクションプラン 

当行の生産性向上に向け、成長領域に人員を振り分けるための「本部業務の削減」、 
ならびに事務負担やコスト負担を軽減するための「商品廃止」に取組む 
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《参考》 5年後の顧客向けサービス損益の黒字化イメージ 

イメージ図 

顧
客
向
け
サ
ー
ビ
ス
損
益
の
黒
字
化 

払いの
削減 

入りの
増加 

5年後 10年後 

新たなビジネスモデルへの 

投資・リスクテイク余力 

3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

コスト・リソースの最適化 
向こう1年で顧サ益は比較的強く改善するので、 

あっさりでも特段違和感ないかと… 

▲44 

+4 

2019年度 
通期実績 

2020年度 
通期計画 

2024年度 
計画 

貸出金利息 
役務取引等利益 等 

+8 ▲7 

人件費 物件費 

+1 

▲39 

+7 

貸出金利息 
役務取引等利益 等 

+36 

4 

人件費・物件費 

（億円） 
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観光資源はあるが、 
賑わいが乏しい 

働き口（事業所）が
少ない 

（7）地域課題への取組み 

3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

当
行
が
一
事
業
者
と
し
て
地
域
の
や
る
気
を
醸
成
し
、 

賑
わ
い
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り
・
事
業
創
出
を
主
導
す
る 

人が集まる              
まちづくり 

人が来る 

人が住む 

観 光 事業創出 

人が働く 

目指す姿 
地域に不足しているもの 

インキュベーション施設運営 

観光関連施設運営 

当行店舗の利活用 

ファイナンス支援 

事業計画のコンサル支援 

キャッシュレス化支援 

「地域活性化事業会社」設立 
に向けた検討 

連携・支援 

事業創出 

観 光 

2020年度アクションプラン 

当行に不足しているもの 

金融以外の地域貢献
できる手段が限られて
いる 

 地域課題の事業化による解決に向け、銀行の枠に捉われず様々な選択肢を検討していく 

A 
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「基本行動」を適切に評価 

当行が目指す人材像 
（おもしろい人材） 

課題を見つけて批判だけで終わるのではなく、率先垂範して自ら解決する人材 

おもしろい 

人材 

①～⑤の基本行動を繰り返し、 
課題の難易度を上げていく 

①目的を 
持つ 

②課題に 
気づく 

③真因を 
突き止める 

④解決策を 
考える 

⑤解決策を 
実行 

真因に辿り着くまで 
課題と原因の掘り下げを続ける 

基
本
行
動 

人間力 

着想力 

構想力 

体現化プロセス 

2020年度アクションプラン 

気づきを得るディスカッション 

知識・スキルの強化 

集合ディスカッション、１対１ディスカッション 

考課項目の変更、考課者訓練の実施 

論理的思考力の強化、資格取得推進 

（8）「おもしろい人材」の創出 ①基本行動 

3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

 

 

 地域・お客さまに適切な付加価値を提供できる人材を創出する 
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（8）「おもしろい人材」の創出 ②活力創造に関わる資格 

3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

 

 

 5年後に活力創造に関わる資格保有者数を1,000人以上に増やす 

 

保有者数

1,000人 

5年後の 
中間目標 

5年後 2020年3月末 

保有者数 

422人 

 活力創造に関わる資格取得を昇格要件とするべく、   
各能力等級に求める資格やインセンティブ設計を検討する 

昇格要件の必須資格化に向けた取組み 

取得のための補助金・奨励金の拡充 

 資格取得を促すための補助金・奨励金の拡充に取組む 

 加えて、取得のための自己研鑽サポートも強化する 

公認会計士・税理士・中小企業診断士・FP1級・証券アナリスト・社会保険労務士・            

応用情報技術者・情報処理安全確保支援士・宅地建物取引士・日商簿記2級以上 

活力創造に関わる資格 

2020年度アクションプラン 
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本部・営業店のリスク/リターン管理の高度化 予防的で適切な引当・自己査定の実施 

 与信リスクを地域や業種毎に予測し、予防的で  
適切な引当を実施 

 一過性の業績悪化で判断するのではなく、企業の
実力に応じた資金繰り支援を可能とする「特例」を
検討           

高いボラティリティに対応できるリスクヘッジとリスク管理態勢の構築 

 迅速に市場リスクをコントロールすべく、市場急変の入口段階で適切なリスクヘッジが可能となる枠組みの構築 

 リスク/リターンや相関の分析に基づきポートフォリオ全体での分散効果を最大化 

 説明力の高い内部格付手法の構築と営業現場 
への浸透 

 「 RORA 」によるリスク／リターンを重視した経営 
管理の導入 

 新たな信用評価モデルの導入による与信判断力 
の向上(トランザクションモデル、海外与信モデル等) 

3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

コロナ禍による景気後退への対応 内部格付手法(FIRB)の認可取得に向けた取組み 

変動の激しいマーケット環境への対応 

2020年度    
アクションプラン 

コロナ禍で発生が想定される様々なリスクに対する予防的で迅速なリスク管理により、
銀行資産の健全性を維持する 

（9）リスク・ガバナンス・コンプライアンス ①リスク管理 
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任意の諮問委員会の設置検討 

コンプライアンス管理態勢の整備 マネロンや金融犯罪に対する管理態勢の整備 

内部通報制度の周知徹底と高度化 

• 顧客リスク評価システムの稼働によりKYCの高度化と継続的な顧客管理を実施する 

• 第一線の機能強化によりマネロンや金融犯罪を水際で防止する 

• 反社会的勢力等に関する情報データベースの充実を図り、取引排除を徹底する 

3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

 不法・不正な資金の取扱いの絶無を図り、マネーローンダリングや金融犯罪を防止する 

 経営環境変化に耐えうる組織づくりに向け、取締役会を中心としたガバナンスの強化に取組む 

 ステークホルダーからの信頼をより一層高めるために、不祥事を生じさせない組織風土をつくる 

 

 ハラスメント抑止に向けたホットライン 
（内部通報制度）の、より一層の周知 
徹底と適切な利用の促進 

 経営の透明性・公平性・実効性を担保 
できる取締役会とするべく、任意の諮問 
委員会の設置を検討 

 コンプライアンス上の問題事象を未然防止
する仕組みと、発生した場合の根本原因
究明・対策を講じることのできるプロセスの
構築 

 顧客リスク評価システムの稼働による  
全顧客のリスク格付付与と継続的な 
データ更新によるリスク低減 

働きやすい職場づくり あるべきガバナンス体制の確立 

コンプライアンス管理態勢の整備 

2020年度    
アクションプラン 

経営環境変化に耐えうる組織づくりに向け、取締役会を中心としたガバナンスの強化に取組む 

ステークホルダーからの信頼をより一層高めるために、不祥事を生じさせない組織風土をつくる 

（9）リスク・ガバナンス・コンプライアンス ②ガバナンス・コンプライアンス 
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3.目指すゴール実現に向けたアクションプラン 

 

地域の発展 

活力創造人材の 

創出 

収益性の向上 

なんとミッション ゴールへのプロセス 

Ｅ 

Ｓ Ｇ 

 事業化戦略 

 市場運用戦略 

人材戦略 
高度化戦略 
深耕戦略 
チャネル戦略 

ガバナンス態勢 

SDGsポリシー 
 なんとミッションの遂行を通じ、持続可能な地域社会の実現に向けて、 

地域が抱える課題を主体的に解決してまいります 

2020年度アクションプラン 

SDGｓに対する取組方針を統合報告書にて開示する 

 なんとミッションの遂行を通じて、「持続可能な地域社会の実現」を目指す 

経済成長・雇用 

 
住み続けられる 
まちづくり 

     

持続可能な 
消費と生産     

森林環境の保全 

 
金融経済教育 
の推進 

     

顧客利便性向上 

低炭素社会実現  

当行が目指すべき７つのゴールを特定 

（10）SDGｓへの取組み 
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目 的 アクションプラン 

時間軸 

短期 
(1年) 

中期 
(5年)

長期 
(10年)

単年度収益計画の達成 

新型コロナウイルス感染症拡大への対応 ○ Ｐ13 

市場部門の取組み ○ Ｐ22 

5年後の顧客向けサービス損益の
黒字化 

なんとメソッドの確立 ⇒ ○ Ｐ27 

お客さま基盤の拡大 ⇒ ○ Ｐ30 

ITの最適化 ⇒ ○ Ｐ31 

店舗機能の最適化 ⇒ ○ Ｐ32 

本部業務削減・商品廃止 ⇒ ○ Ｐ35 

10年後に目指すゴールの達成 地域課題への取組み ⇒ ⇒ ○ Ｐ37 

計画遂行を支える取組み 

「おもしろい人材」の創出 ⇒ ⇒ ⇒ Ｐ38 

リスク・ガバナンス・コンプライアンス ⇒ ⇒ ⇒ Ｐ40 

― SDGｓへの取組み ⇒ ⇒ ⇒ Ｐ42 

アクションプランのロードマップ 

A 
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MEMO 



 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。 

 こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。 

 将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意下さい。 

【本件に関するご照会先】 

  株式会社南都銀行 経営企画部  

   TEL  0742-27-1552 

   FAX  0742-20-3614 

   E-mail ir-souki@nantobank.co.jp 

   URL  https://www.nantobank.co.jp 


